
- 7 -

（衛生管理等） 

第２５条 事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の

各号に掲げる措置を講じるものとする。 

（1） 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会

（テﾚﾋﾞ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね 6ヶ

月に 1回以上開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹

底を図る。 

（2） 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。

（3） 事業所において介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のため

の研修及び訓練を定期的に実施する。

（その他運営に関する重要事項） 

事業所は、適切な指定居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において行われ

る性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲

を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の

明確化等の必要な措置を講ずるものとする。 

（虐待防止に関する事項） 

第２６条 事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、次の措置を講ずるも

のとします。 

① 虐待を防止するための従事者に対する研修の実施

② 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備

③ その他、虐待防止のために必要な措置

２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従事者又は養護者（利用者の家族等高齢

者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速や

かに、これを市町村に通報するものとします。 

※ ③ その他虐待防止のために必要な措置の具体例

・ 虐待防止に関する責任者の選定及び措置

・ 成年後見制度の利用支援

・ 介護相談員の受入れ

 （個人情報の保護及び秘密の保持） 

第２７条 事業者及び事業所の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用 

者又はその家族の秘密を漏らさない。 

２ 事業者は、職員であった者に、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を 

保持させるため、職員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨  




